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はじめに

「児童の権利に関する条約」は、18歳未満のすべての人の基本

的人権の尊重を促進することを目的として、1989年秋の国連総会

で、全会一致で採択されたものです。日本は、1990年９月21日に

この条約に署名し、1994年４月22日に批准を行いました（同年５

月22日に日本について効力を生じました）。

また、この条約の発効後の2000年５月には、「武力紛争におけ

る児童の関与に関する児童の権利に関する条約の選択議定書」と

「児童の売買、児童買春及び児童ポルノに関する児童の権利に関

する条約の選択議定書」の二つの選択議定書が採択され、日本は

それぞれの選択議定書を2004年８月２日、2005年１月24日に批准

しました（それぞれ2004年９月２日、2005年２月24日に日本につ

いて効力を生じました）。
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児童の権利条約と両選択議定書作成の経緯

1959年　11月20日、「児童の権利に関する宣言」が国連総会で採択

される。

1978年　ポーランドから国連人権委員会に「児童の権利に関する

条約」の草案が提出される。

1979年　国際児童年。国連人権委員会は、ポーランド案を検討し、

最終草案を作成するための作業部会を設置する。

1986年　ユニセフ執行理事会は、「児童の権利に関する条約」の草

案作りに全面的に協力することを決議する。

1989年 「児童の権利に関する宣言」採択30周年記念日の11月20日

に、「児童の権利に関する条約」が国連総会で採択される。

1990年　１月26日、「児童の権利に関する条約」は、その支持を表

明する署名のために解放され、61カ国が署名をする。

９月２日、「児童の権利に関する条約」が発効する。

９月21日、日本が109番目の署名国となる。

1991年　１月26日、「条約」が署名のために開放されてから１周年

の記念日までに、130カ国が署名、70カ国が批准を終える。

２月27日、「条約」締約国の第一回会合がニューヨークで

開かれ、児童の権利委員会の10人の委員が選出される。

1994年　４月22日、日本が「条約」を批准し、158番目の締約国と

なる。

国連人権委員会は、「武力紛争における児童の関与に関す

る児童の権利に関する条約の選択議定書」と「児童の売

買、児童買春及び児童ポルノに関する児童の権利に関す

る条約の選択議定書」の各案作成のための作業部会を設

置する。

2000年　国連総会において「武力紛争における児童の関与に関す

る児童の権利に関する条約の選択議定書」と「児童の売

買、児童買春及び児童ポルノに関する児童の権利に関す

る条約の選択議定書」の各議定書が採択される。

2002年　5月10日、国連子ども特別総会の機会に、日本は各議定書

の署名国となる（「武力紛争における児童の関与に関する

児童の権利条約選択議定書」については107番目、「児童

の売買、児童買春及び児童ポルノに関する児童の権利条

約選択議定書」については101番目）。

2004年　８月２日、日本が「武力紛争における児童の関与に関す

る児童の権利に関する条約の選択議定書」を批准する

（日本は75番目の締約国）。

2005年　１月24日、日本が「児童の売買、児童買春及び児童ポル

ノに関する児童の権利に関する条約の選択議定書」を批

准する（日本は90番目の締約国）。
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児童の権利に関する条約

前文

　この条約の締約国は、

　国際連合憲章において宣明された原則によれば、人類社会のす

べての構成員の固有の尊厳及び平等のかつ奪い得ない権利を認め

ることが世界における自由、正義及び平和の基礎を成すものであ

ることを考慮し、

　国際連合加盟国の国民が、国際連合憲章において、基本的人権

並びに人間の尊厳及び価値に関する信念を改めて確認し、かつ、

一層大きな自由の中で社会的進歩及び生活水準の向上を促進する

ことを決意したことに留意し、

　国際連合が、世界人権宣言及び人権に関する国際規約において、

すべての人は人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治的意見その

他の意見、国民的若しくは社会的出身、財産、出生又は他の地位

等によるいかなる差別もなしに同宣言及び同規約に掲げるすべて

の権利及び自由を享有することができることを宣明し及び合意し

たことを認め、

　国際連合が、世界人権宣言において、児童は特別な保護及び援

助についての権利を享有することができることを宣明したことを

想起し、

　家族が、社会の基礎的な集団として、並びに家族のすべての構

成員、特に、児童の成長及び福祉のための自然な環境として、社

会においてその責任を十分に引き受けることができるよう必要な

保護及び援助を与えられるべきであることを確信し、

　児童が、その人格の完全なかつ調和のとれた発達のため、家庭

環境の下で幸福、愛情及び理解のある雰囲気の中で成長すべきで

あることを認め、

　児童が、社会において個人として生活するため十分な準備が整

えられるべきであり、かつ、国際連合憲章において宣明された理

想の精神並びに特に平和、尊厳、寛容、自由、平等及び連帯の精

神に従って育てられるべきであることを考慮し、

　児童に対して特別な保護を与えることの必要性が、1924年の児
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童の権利に関するジュネーヴ宣言及び1959年11月20日に国際連合

総会で採択された児童の権利に関する宣言において述べられてお

り、また、世界人権宣言、市民的及び政治的権利に関する国際規

約（特に第23条及び第24条）、経済的、社会的及び文化的権利に関

する国際規約（特に第10条）並びに児童の福祉に関係する専門機

関及び国際機関の規程及び関係文書において認められていること

に留意し、

　児童の権利に関する宣言において示されているとおり「児童は、

身体的及び精神的に未熟であるため、その出生の前後において、

適当な法的保護を含む特別な保護及び世話を必要とする。」ことに

留意し、

　国内の又は国際的な里親委託及び養子縁組を特に考慮した児童

の保護及び福祉についての社会的及び法的な原則に関する宣言、

少年司法の運用のための国際連合最低基準規則（北京規則）及び

緊急事態及び武力紛争における女子及び児童の保護に関する宣言

の規定を想起し、

　極めて困難な条件の下で生活している児童が世界のすべての国

に存在すること、また、このような児童が特別の配慮を必要とし

ていることを認め、

　児童の保護及び調和のとれた発達のために各人民の伝統及び文

化的価値が有する重要性を十分に考慮し、

　あらゆる国特に開発途上国における児童の生活条件を改善する

ために国際協力が重要であることを認めて、

次のとおり協定した。 
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第１部 

第１条 

　この条約の適用上、児童とは、１８歳未満のすべての者をいう。

ただし、当該児童で、その者に適用される法律によりより早く成

年に達したものを除く。

第２条

１　締約国は、その管轄の下にある児童に対し、児童又はその父

母若しくは法定保護者の人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政

治的意見その他の意見、国民的、種族的若しくは社会的出身、

財産、心身障害、出生又は他の地位にかかわらず、いかなる差

別もなしにこの条約に定める権利を尊重し、及び確保する。

２　締約国は、児童がその父母、法定保護者又は家族の構成員の

地位、活動、表明した意見又は信念によるあらゆる形態の差別

又は処罰から保護されることを確保するためのすべての適当な

措置をとる。

第３条

１　児童に関するすべての措置をとるに当たっては、公的若しく

は私的な社会福祉施設、裁判所、行政当局又は立法機関のいず

れによって行われるものであっても、児童の最善の利益が主と

して考慮されるものとする。

２　締約国は、児童の父母、法定保護者又は児童について法的に

責任を有する他の者の権利及び義務を考慮に入れて、児童の福

祉に必要な保護及び養護を確保することを約束し、このため、

すべての適当な立法上及び行政上の措置をとる。

３　締約国は、児童の養護又は保護のための施設、役務の提供及

び設備が、特に安全及び健康の分野に関し並びにこれらの職員

の数及び適格性並びに適正な監督に関し権限のある当局の設定

した基準に適合することを確保する。
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第４条

　締約国は、この条約において認められる権利の実現のため、す

べての適当な立法措置、行政措置その他の措置を講ずる。締約国

は、経済的、社会的及び文化的権利に関しては、自国における利

用可能な手段の最大限の範囲内で、また、必要な場合には国際協

力の枠内で、これらの措置を講ずる。

第５条

　締約国は、児童がこの条約において認められる権利を行使する

に当たり、父母若しくは場合により地方の慣習により定められて

いる大家族若しくは共同体の構成員、法定保護者又は児童につい

て法的に責任を有する他の者がその児童の発達しつつある能力に

適合する方法で適当な指示及び指導を与える責任、権利及び義務

を尊重する。

　

第６条

１　締約国は、すべての児童が生命に対する固有の権利を有する

ことを認める。

２　締約国は、児童の生存及び発達を可能な最大限の範囲におい

て確保する。

第７条

１　児童は、出生の後直ちに登録される。児童は、出生の時から

氏名を有する権利及び国籍を取得する権利を有するものとし、

また、できる限りその父母を知りかつその父母によって養育さ

れる権利を有する。

２　締約国は、特に児童が無国籍となる場合を含めて、国内法及

びこの分野における関連する国際文書に基づく自国の義務に従

い、１の権利の実現を確保する。
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第８条

１　締約国は、児童が法律によって認められた国籍、氏名及び家

族関係を含むその身元関係事項について不法に干渉されること

なく保持する権利を尊重することを約束する。

２　締約国は、児童がその身元関係事項の一部又は全部を不法に

奪われた場合には、その身元関係事項を速やかに回復するため、

適当な援助及び保護を与える。

第９条

１　締約国は、児童がその父母の意思に反してその父母から分離

されないことを確保する。ただし、権限のある当局が司法の審

査に従うことを条件として適用のある法律及び手続に従いその

分離が児童の最善の利益のために必要であると決定する場合は、

この限りでない。このような決定は、父母が児童を虐待し若し

くは放置する場合又は父母が別居しており児童の居住地を決定

しなければならない場合のような特定の場合において必要とな

ることがある。

２　すべての関係当事者は、１の規定に基づくいかなる手続にお

いても、その手続に参加しかつ自己の意見を述べる機会を有す

る。

３　締約国は、児童の最善の利益に反する場合を除くほか、父母

の一方又は双方から分離されている児童が定期的に父母のいず

れとも人的な関係及び直接の接触を維持する権利を尊重する。

４　３の分離が、締約国がとった父母の一方若しくは双方又は児

童の抑留、拘禁、追放、退去強制、死亡（その者が当該締約国

により身体を拘束されている間に何らかの理由により生じた死

亡を含む。）等のいずれかの措置に基づく場合には、当該締約国

は、要請に応じ、父母、児童又は適当な場合には家族の他の構

成員に対し、家族のうち不在となっている者の所在に関する重

要な情報を提供する。ただし、その情報の提供が児童の福祉を

害する場合は、この限りでない。締約国は、更に、その要請の
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提出自体が関係者に悪影響を及ぼさないことを確保する。

　

第１０条

１　前条１の規定に基づく締約国の義務に従い、家族の再統合を

目的とする児童又はその父母による締約国への入国又は締約国

からの出国の申請については、締約国が積極的、人道的かつ迅

速な方法で取り扱う。締約国は、更に、その申請の提出が申請

者及びその家族の構成員に悪影響を及ぼさないことを確保する。

２　父母と異なる国に居住する児童は、例外的な事情がある場合

を除くほか定期的に父母との人的な関係及び直接の接触を維持

する権利を有する。このため、前条１の規定に基づく締約国の

義務に従い、締約国は、児童及びその父母がいずれの国（自国

を含む。）からも出国し、かつ、自国に入国する権利を尊重する。

出国する権利は、法律で定められ、国の安全、公の秩序、公衆

の健康若しくは道徳又は他の者の権利及び自由を保護するため

に必要であり、かつ、この条約において認められる他の権利と

両立する制限にのみ従う。

第１１条

１　締約国は、児童が不法に国外へ移送されることを防止し及び

国外から帰還することができない事態を除去するための措置を

講ずる。

２　このため、締約国は、二国間若しくは多数国間の協定の締結

又は現行の協定への加入を促進する。

第１２条

１　締約国は、自己の意見を形成する能力のある児童がその児童
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に影響を及ぼすすべての事項について自由に自己の意見を表明

する権利を確保する。この場合において、児童の意見は、その

児童の年齢及び成熟度に従って相応に考慮されるものとする。

２　このため、児童は、特に、自己に影響を及ぼすあらゆる司法

上及び行政上の手続において、国内法の手続規則に合致する方

法により直接に又は代理人若しくは適当な団体を通じて聴取さ

れる機会を与えられる。

第１３条

１　児童は、表現の自由についての権利を有する。この権利には、

口頭、手書き若しくは印刷、芸術の形態又は自ら選択する他の

方法により、国境とのかかわりなく、あらゆる種類の情報及び

考えを求め、受け及び伝える自由を含む。

２　１の権利の行使については、一定の制限を課することができ

る。ただし、その制限は、法律によって定められ、かつ、次の

目的のために必要とされるものに限る。

（ａ）　他の者の権利又は信用の尊重

（ｂ）　国の安全、公の秩序又は公衆の健康若しくは道徳の保

護

第１４条

１　締約国は、思想、良心及び宗教の自由についての児童の権利

を尊重する。

２　締約国は、児童が１の権利を行使するに当たり、父母及び場

合により法定保護者が児童に対しその発達しつつある能力に適合

する方法で指示を与える権利及び義務を尊重する。

３　宗教又は信念を表明する自由については、法律で定める制限

であって公共の安全、公の秩序、公衆の健康若しくは道徳又は他

の者の基本的な権利及び自由を保護するために必要なもののみを

課することができる。
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第１５条

１　締約国は、結社の自由及び平和的な集会の自由についての児

童の権利を認める。

２　１の権利の行使については、法律で定める制限であって国の

安全若しくは公共の安全、公の秩序、公衆の健康若しくは道徳

の保護又は他の者の権利及び自由の保護のため民主的社会にお

いて必要なもの以外のいかなる制限も課することができない。

第１６条

１　いかなる児童も、その私生活、家族、住居若しくは通信に対

して恣意的に若しくは不法に干渉され又は名誉及び信用を不法

に攻撃されない。

２　児童は、１の干渉又は攻撃に対する法律の保護を受ける権利

を有する。

第１７条

　締約国は、大衆媒体（マス・メディア）の果たす重要な機能を

認め、児童が国の内外の多様な情報源からの情報及び資料、特に

児童の社会面、精神面及び道徳面の福祉並びに心身の健康の促進

を目的とした情報及び資料を利用することができることを確保す

る。このため、締約国は、

（ａ）　児童にとって社会面及び文化面において有益であり、

かつ、第２９条の精神に沿う情報及び資料を大衆媒体（マ

ス・メディア）が普及させるよう奨励する。

（ｂ）　国の内外の多様な情報源（文化的にも多様な情報源を

含む。）からの情報及び資料の作成、交換及び普及におけ

る国際協力を奨励する。

（ｃ）　児童用書籍の作成及び普及を奨励する。

（ｄ）　少数集団に属し又は原住民である児童の言語上の必要

性について大衆媒体（マス・メディア）が特に考慮する

よう奨励する。
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（ｅ）　第１３条及び次条の規定に留意して、児童の福祉に有害

な情報及び資料から児童を保護するための適当な指針を

発展させることを奨励する。

第１８条

１　締約国は、児童の養育及び発達について父母が共同の責任を

有するという原則についての認識を確保するために最善の努力

を払う。父母又は場合により法定保護者は、児童の養育及び発

達についての第一義的な責任を有する。児童の最善の利益は、

これらの者の基本的な関心事項となるものとする。

２　締約国は、この条約に定める権利を保障し及び促進するため、

父母及び法定保護者が児童の養育についての責任を遂行するに

当たりこれらの者に対して適当な援助を与えるものとし、また、

児童の養護のための施設、設備及び役務の提供の発展を確保す

る。

３　締約国は、父母が働いている児童が利用する資格を有する児

童の養護のための役務の提供及び設備からその児童が便益を受

ける権利を有することを確保するためのすべての適当な措置を

とる。

　
第１９条

１　締約国は、児童が父母、法定保護者又は児童を監護する他の

者による監護を受けている間において、あらゆる形態の身体的

若しくは精神的な暴力、傷害若しくは虐待、放置若しくは怠慢

な取扱い、不当な取扱い又は搾取（性的虐待を含む。）からその

児童を保護するためすべての適当な立法上、行政上、社会上及

び教育上の措置をとる。

２　１の保護措置には、適当な場合には、児童及び児童を監護す

る者のために必要な援助を与える社会的計画の作成その他の形

態による防止のための効果的な手続並びに１に定める児童の不

当な取扱いの事件の発見、報告、付託、調査、処置及び事後措
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置並びに適当な場合には司法の関与に関する効果的な手続を含

むものとする。

第２０条

１　一時的若しくは恒久的にその家庭環境を奪われた児童又は児

童自身の最善の利益にかんがみその家庭環境にとどまることが

認められない児童は、国が与える特別の保護及び援助を受ける

権利を有する。

２　締約国は、自国の国内法に従い、１の児童のための代替的な

監護を確保する。

３　２の監護には、特に、里親委託、イスラム法のカファーラ、

養子縁組又は必要な場合には児童の監護のための適当な施設へ

の収容を含むことができる。解決策の検討に当たっては、児童

の養育において継続性が望ましいこと並びに児童の種族的、宗

教的、文化的及び言語的な背景について、十分な考慮を払うも

のとする。

第２１条

　養子縁組の制度を認め又は許容している締約国は、児童の最善

の利益について最大の考慮が払われることを確保するものとし、

また、

（ａ）　児童の養子縁組が権限のある当局によってのみ認めら

れることを確保する。この場合において、当該権限のあ

る当局は、適用のある法律及び手続に従い、かつ、信頼

し得るすべての関連情報に基づき、養子縁組が父母、親

族及び法定保護者に関する児童の状況にかんがみ許容さ

れること並びに必要な場合には、関係者が所要のカウン

セリングに基づき養子縁組について事情を知らされた上

での同意を与えていることを認定する。

（ｂ）　児童がその出身国内において里親若しくは養家に託さ

れ又は適切な方法で監護を受けることができない場合に

は、これに代わる児童の監護の手段として国際的な養子

縁組を考慮することができることを認める。
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（ｃ）　国際的な養子縁組が行われる児童が国内における養子

縁組の場合における保護及び基準と同等のものを享受す

ることを確保する。

（ｄ）　国際的な養子縁組において当該養子縁組が関係者に不

当な金銭上の利得をもたらすことがないことを確保する

ためのすべての適当な措置をとる。

（ｅ）　適当な場合には、二国間又は多数国間の取極又は協定

を締結することによりこの条の目的を促進し、及びこの

枠組みの範囲内で他国における児童の養子縁組が権限の

ある当局又は機関によって行われることを確保するよう

努める。

第２２条

１　締約国は、難民の地位を求めている児童又は適用のある国際

法及び国際的な手続若しくは国内法及び国内的な手続に基づき

難民と認められている児童が、父母又は他の者に付き添われて

いるかいないかを間わず、この条約及び自国が締約国となって

いる人権又は人道に関する他の国際文書に定める権利であって

適用のあるものの享受に当たり、適当な保護及び人道的援助を

受けることを確保するための適当な措置をとる。

２　このため、締約国は、適当と認める場合には、１の児童を保

護し及び援助するため、並びに難民の児童の家族との再統合に

必要な情報を得ることを目的としてその難民の児童の父母又は

家族の他の構成員を捜すため、国際連合及びこれと協力する他

の権限のある政府間機関又は関係非政府機関による努力に協力

する。その難民の児童は、父母又は家族の他の構成員が発見さ

れない場合には、何らかの理由により恒久的又は一時的にその

家庭環境を奪われた他の児童と同様にこの条約に定める保護が

与えられる。
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第２３条

１　締約国は、精神的又は身体的な障害を有する児童が、その尊

厳を確保し、自立を促進し及び社会への積極的な参加を容易に

する条件の下で十分かつ相応な生活を享受すべきであることを

認める。

２　締約国は、障害を有する児童が特別の養護についての権利を

有することを認めるものとし、利用可能な手段の下で、申込み

に応じた、かつ、当該児童の状況及び父母又は当該児童を養護

している他の者の事情に適した援助を、これを受ける資格を有

する児童及びこのような児童の養護について責任を有する者に

与えることを奨励し、かつ、確保する。

３　障害を有する児童の特別な必要を認めて、２の規定に従って

与えられる援助は、父母又は当該児童を養護している他の者の

資力を考慮して可能な限り無償で与えられるものとし、かつ、

障害を有する児童が可能な限り社会への統合及び個人の発達

（文化的及び精神的な発達を含む。）を達成することに資する方

法で当該児童が教育、訓練、保健サービス、リハビリテーショ

ン・サービス、雇用のための準備及びレクリエーションの機会

を実質的に利用し及び享受することができるように行われるも

のとする。

４　締約国は、国際協力の精神により、予防的な保健並びに障害

を有する児童の医学的、心理学的及び機能的治療の分野におけ

る適当な情報の交換（リハビリテーション、教育及び職業サー

ビスの方法に関する情報の普及及び利用を含む。）であってこれ

らの分野における自国の能力及び技術を向上させ並びに自国の

経験を広げることができるようにすることを目的とするものを

促進する。これに関しては、特に、開発途上国の必要を考慮す

る。

第２４条

１　締約国は、到達可能な最高水準の健康を享受すること並びに
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病気の治療及び健康の回復のための便宜を与えられることにつ

いての児童の権利を認める。締約国は、いかなる児童もこのよ

うな保健サービスを利用する権利が奪われないことを確保する

ために努力する。

２　締約国は、１の権利の完全な実現を追求するものとし、特に、

次のことのための適当な措置をとる。

（ａ）　幼児及び児童の死亡率を低下させること。

（ｂ）　基礎的な保健の発展に重点を置いて必要な医療及び保

健をすべての児童に提供することを確保すること。

（ｃ）　環境汚染の危険を考慮に入れて、基礎的な保健の枠組

みの範囲内で行われることを含めて、特に容易に利用可

能な技術の適用により並びに十分に栄養のある食物及び

清潔な飲料水の供給を通じて、疾病及び栄養不良と闘う

こと。

（ｄ）　母親のための産前産後の適当な保健を確保すること。

（ｅ）　社会のすべての構成員特に父母及び児童が、児童の健

康及び栄養、母乳による育児の利点、衛生（環境衛生を

含む。）並びに事故の防止についての基礎的な知識に関し

て、情報を提供され、教育を受ける機会を有し及びその

知識の使用について支援されることを確保すること。

（ｆ）　予防的な保健、父母のための指導並びに家族計画に関

する教育及びサービスを発展させること。

３　締約国は、児童の健康を害するような伝統的な慣行を廃止す

るため、効果的かつ適当なすべての措置をとる。

４　締約国は、この条において認められる権利の完全な実現を漸

進的に達成するため、国際協力を促進し及び奨励することを約

束する。これに関しては、特に、開発途上国の必要を考慮する。
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第２５条

　締約国は、児童の身体又は精神の養護、保護又は治療を目的と

して権限のある当局によって収容された児童に対する処遇及びそ

の収容に関連する他のすべての状況に関する定期的な審査が行わ

れることについての児童の権利を認める。

第２６条

１　締約国は、すべての児童が社会保険その他の社会保障からの

給付を受ける権利を認めるものとし、自国の国内法に従い、こ

の権利の完全な実現を達成するための必要な措置をとる。

２　１の給付は、適当な場合には、児童及びその扶養について責

任を有する者の資力及び事情並びに児童によって又は児童に代

わって行われる給付の申請に関する他のすべての事項を考慮し

て、与えられるものとする。

第２７条

１　締約国は、児童の身体的、精神的、道徳的及び社会的な発達

のための相当な生活水準についてのすべての児童の権利を認め

る。

２　父母又は児童について責任を有する他の者は、自己の能力及

び資力の範囲内で、児童の発達に必要な生活条件を確保するこ

とについての第一義的な責任を有する。

３　締約国は、国内事情に従い、かつ、その能力の範囲内で、１

の権利の実現のため、父母及び児童について責任を有する他の

者を援助するための適当な措置をとるものとし、また、必要な

場合には、特に栄養、衣類及び住居に関して、物的援助及び支

援計画を提供する。

４　締約国は、父母又は児童について金銭上の責任を有する他の

者から、児童の扶養料を自国内で及び外国から、回収すること

を確保するためのすべての適当な措置をとる。特に、児童につ

いて金銭上の責任を有する者が児童と異なる国に居住している
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場合には、締約国は、国際協定への加入又は国際協定の締結及

び他の適当な取決めの作成を促進する。

第２８条

１　締約国は、教育についての児童の権利を認めるものとし、こ

の権利を漸進的にかつ機会の平等を基礎として達成するため、

特に、

（ａ）　初等教育を義務的なものとし、すべての者に対して無

償のものとする。

（ｂ）　種々の形態の中等教育（一般教育及び職業教育を含

む。）の発展を奨励し、すべての児童に対し、これらの中

等教育が利用可能であり、かつ、これらを利用する機会

が与えられるものとし、例えば、無償教育の導入、必要

な場合における財政的援助の提供のような適当な措置を

とる。

（ｃ）　すべての適当な方法により、能力に応じ、すべての者

に対して高等教育を利用する機会が与えられるものとす

る。

（ｄ）　すべての児童に対し、教育及び職業に関する情報及び

指導が利用可能であり、かつ、これらを利用する機会が

与えられるものとする。

（ｅ）　定期的な登校及び中途退学率の減少を奨励するための

措置をとる。

２　締約国は、学校の規律が児童の人間の尊厳に適合する方法で

及びこの条約に従って運用されることを確保するためのすべて

の適当な措置をとる。

３　締約国は、特に全世界における無知及び非識字の廃絶に寄与

し並びに科学上及び技術上の知識並びに最新の教育方法の利用

を容易にするため、教育に関する事項についての国際協力を促

進し、及び奨励する。これに関しては、特に、開発途上国の必

要を考慮する。
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第２９条

１　締約国は、児童の教育が次のことを指向すべきことに同意す

る。

（ａ）　児童の人格、才能並びに精神的及び身体的な能力をそ

の可能な最大限度まで発達させること。

（ｂ）　人権及び基本的自由並びに国際連合憲章にうたう原則

の尊重を育成すること。

（ｃ）　児童の父母、児童の文化的同一性、言語及び価値観、

児童の居住国及び出身国の国民的価値観並びに自己の文

明と異なる文明に対する尊重を育成すること。

（ｄ）　すべての人民の間の、種族的、国民的及び宗教的集団

の間の並びに原住民である者の理解、平和、寛容、両性

の平等及び友好の精神に従い、自由な社会における責任

ある生活のために児童に準備させること。

（ｅ）　自然環境の尊重を育成すること。

２　この条又は前条のいかなる規定も、個人及び団体が教育機関

を設置し及び管理する自由を妨げるものと解してはならない。た

だし、常に、１に定める原則が遵守されること及び当該教育機関

において行われる教育が国によって定められる最低限度の基準に

適合することを条件とする。

第３０条

　種族的、宗教的若しくは言語的少数民族又は原住民である者が

存在する国において、当該少数民族に属し又は原住民である児童

は、その集団の他の構成員とともに自己の文化を享有し、自己の

宗教を信仰しかつ実践し又は自己の言語を使用する権利を否定さ

れない。



Convention on the Rights of the Child

－40－

���������	
������������	�
���	����
�������	
��������������	����
�����	�
����������	��
������
������
�����������������������	
�
��������������������	���
����������������������	����
���

��
��������������	
�������
������

������������	�
���������	������������������������	����
�����
����������	
�����	��������������
��������������	���
������
����������	
��������
�����������������������	��
����
�������������	
��	��������	������������������	�
��	��
������
����������

���������	
������������	�
���	����
�������	
��������������	����
��
�������������	����
�	�������������
����������
����������	
��	���	��
�	��	�����	�������������	
�������
�������������������	��
������	�������������������	
����������
����������	�
����������	������
	�������������	
����	��	������	
�����������	


������������	�
����������������
�������������	�
���������
�����������	�
����������	��
	�����	����������
��������������	�
	���	������	������������������	
���	
�
������������	�
��
����������
������������������	�
����������������	��
����	������	����������������	�
�����������	
���������	
����������������
�����������������	
�
�������������	�
����	���

���������	
������������
��
��������������������	�
���
��������������	
���
	����

���������	
������������
�
�����
�����������
����������������	
������������������������������
���������������	
����

����������
����������������	�

�������

��������������������	�
��������������	�
�����
�����	��
��������������	
�
����������	
��������
��
������
��������������	
��������	�
����������	�
�	�������������	��
��������������	�����
�����������������	�
�����������������������������	
����
�������������	��
���������������������������	����
��
��
�����������	
�	���	�����������	



児童の権利に関する条約

－41－

第３１条

１　締約国は、休息及び余暇についての児童の権利並びに児童が

その年齢に適した遊び及びレクリエーションの活動を行い並び

に文化的な生活及び芸術に自由に参加する権利を認める。

２　締約国は、児童が文化的及び芸術的な生活に十分に参加する

権利を尊重しかつ促進するものとし、文化的及び芸術的な活動

並びにレクリエーション及び余暇の活動のための適当かつ平等

な機会の提供を奨励する。

第３２条

１　締約国は、児童が経済的な搾取から保護され及び危険となり

若しくは児童の教育の妨げとなり又は児童の健康若しくは身体

的、精神的、道徳的若しくは社会的な発達に有害となるおそれ

のある労働への従事から保護される権利を認める。

２　締約国は、この条の規定の実施を確保するための立法上、行

政上、社会上及び教育上の措置をとる。このため、締約国は、

他の国際文書の関連規定を考慮して、特に、

（ａ）　雇用が認められるための１又は２以上の最低年齢を定

める。

（ｂ）　労働時間及び労働条件についての適当な規則を定める。

（ｃ）　この条の規定の効果的な実施を確保するための適当な

罰則その他の制裁を定める。

第３３条

　締約国は、関連する国際条約に定義された麻薬及び向精神薬の

不正な使用から児童を保護し並びにこれらの物質の不正な生産及

び取引における児童の使用を防止するための立法上、行政上、社

会上及び教育上の措置を含むすべての適当な措置をとる。
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第３４条
　締約国は、あらゆる形態の性的搾取及び性的虐待から児童を保

護することを約束する。このため、締約国は、特に、次のことを

防止するためのすべての適当な国内、二国間及び多数国間の措置

をとる。

（ａ）　不法な性的な行為を行うことを児童に対して勧誘し又

は強制すること。

（ｂ）　売春又は他の不法な性的な業務において児童を搾取的

に使用すること。

（ｃ）　わいせつな演技及び物において児童を搾取的に使用す

ること。

第３５条
　締約国は、あらゆる目的のための又はあらゆる形態の児童の誘

拐、売買又は取引を防止するためのすべての適当な国内、二国間

及び多数国間の措置をとる。

第３６条

　締約国は、いずれかの面において児童の福祉を害する他のすべ

ての形態の搾取から児童を保護する。

第３７条

　締約国は、次のことを確保する。

（ａ）　いかなる児童も、拷問又は他の残虐な、非人道的な若

しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰を受けないこ

と。死刑又は釈放の可能性がない終身刑は、十八歳未満

の者が行った犯罪について科さないこと。

（ｂ）　いかなる児童も、不法に又は恣意的にその自由を奪わ

れないこと。児童の逮捕、抑留又は拘禁は、法律に従っ

て行うものとし、最後の解決手段として最も短い適当な

期間のみ用いること。

（ｃ）　自由を奪われたすべての児童は、人道的に、人間の固

有の尊厳を尊重して、かつ、その年齢の者の必要を考慮

した方法で取り扱われること。特に、自由を奪われたす

べての児童は、成人とは分離されないことがその最善の
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利益であると認められない限り成人とは分離されるもの

とし、例外的な事情がある場合を除くほか、通信及び訪

問を通じてその家族との接触を維持する権利を有するこ

と。

（ｄ）　自由を奪われたすべての児童は、弁護人その他適当な

援助を行う者と速やかに接触する権利を有し、裁判所そ

の他の権限のある、独立の、かつ、公平な当局において

その自由の剥奪の合法性を争い並びにこれについての決

定を速やかに受ける権利を有すること。

第３８条

１　締約国は、武力紛争において自国に適用される国際人道法の

規定で児童に関係を有するものを尊重し及びこれらの規定の尊

重を確保することを約束する。

２　締約国は、１５歳未満の者が敵対行為に直接参加しないことを

確保するためのすべての実行可能な措置をとる。

３　締約国は、１５歳未満の者を自国の軍隊に採用することを差し

控えるものとし、また、１５歳以上１８歳未満の者の中から採用す

るに当たっては、最年長者を優先させるよう努める。

４　締約国は、武力紛争において文民を保護するための国際人道

法に基づく自国の義務に従い、武力紛争の影響を受ける児童の

保護及び養護を確保するためのすべての実行可能な措置をとる。

第３９条

　締約国は、あらゆる形態の放置、搾取若しくは虐待、拷間若し

くは他のあらゆる形態の残虐な、非人道的な若しくは品位を傷つ
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ける取扱い若しくは刑罰又は武力紛争による被害者である児童の

身体的及び心理的な回復及び社会復帰を促進するためのすべての

適当な措置をとる。このような回復及び復帰は、児童の健康、自

尊心及び尊厳を育成する環境において行われる。

第４０条

１　締約国は、刑法を犯したと申し立てられ、訴追され又は認定

されたすべての児童が尊厳及び価値についての当該児童の意識

を促進させるような方法であって、当該児童が他の者の人権及

び基本的自由を尊重することを強化し、かつ、当該児童の年齢

を考慮し、更に、当該児童が社会に復帰し及び社会において建

設的な役割を担うことがなるべく促進されることを配慮した方

法により取り扱われる権利を認める。

２　このため、締約国は、国際文書の関連する規定を考慮して、

特に次のことを確保する。

（ａ）　いかなる児童も、実行の時に国内法又は国際法により

禁じられていなかった作為又は不作為を理由として刑法

を犯したと申し立てられ、訴追され又は認定されないこ

と。

（ｂ）　刑法を犯したと申し立てられ又は訴追されたすべての

児童は、少なくとも次の保障を受けること。

（ｉ）　法律に基づいて有罪とされるまでは無罪と推定さ

れること。

（�）　速やかにかつ直接に、また、適当な場合には当該

児童の父母又は法定保護者を通じてその罪を告げら

れること並びに防御の準備及び申立てにおいて弁護

人その他適当な援助を行う者を持つこと。

（�）　事案が権限のある、独立の、かつ、公平な当局又

は司法機関により法律に基づく公正な審理において、

弁護人その他適当な援助を行う者の立会い及び、特

に当該児童の年齢又は境遇を考慮して児童の最善の

利益にならないと認められる場合を除くほか、当該

児童の父母又は法定保護者の立会いの下に遅滞なく



Convention on the Rights of the Child

－48－

�������������	�	��
�����	���
��	���	�������������

�����������	
�����	
���	���������	������������	�

�������������	
�	�����������������������������	��

����������	

�������������	�
���		��������	��	��������������

����������	
���������	�������������������

����������	
�������
��	����	��
�	��

����������������	�
��������������������������

���������������	
��������������������������	
�

����������	
�������������
��
������������������	�

�������������	�
��������	�������������

�����������	����
���	���������������������

�����������	
����������
���������������������

�������������	�
�������
�������
������������

�����������	�
�	���		���
���	�������������������

��������������	

����
����	
��������������

�������������	�

������������	���
�����	�����������������������	�
��
���

��������������	
����������

������������	�
�����������������	����������������	��
����

����������	�
��	��������	�����������������������

������������	�������
��	��	�������	���������������	����
���

������������	�
���
������������	���������������������	��

�����������	

������������	
��������������������������������	��

���������	�
���������	������������
�������

��������������	
�������������������

�����������	�
��	��	
���
������	
��������������	
��

����������	
���
�
���������	
��	��������������

����������	
����������	
���������������������	
�

���������������	�
����
���	����
����������

����������	
����������	����������������������	
�������
�

�����������	��
����	����������	�������������	�
�����
��

���������	���	
���������	�������	�������������	��
����

������������	�
	���������
���	����	��������������������	�

������������	�
����������������
���������������

���������������������	�

�����������������������	��
����

������������	�
���	�
���������������



児童の権利に関する条約

－49－

決定されること。

（�）　供述又は有罪の自白を強要されないこと。不利な

証人を尋間し又はこれに対し尋問させること並びに

対等の条件で自己のための証人の出席及びこれに対

する尋問を求めること。

（ｖ）　刑法を犯したと認められた場合には、その認定及

びその結果科せられた措置について、法律に基づき、

上級の、権限のある、独立の、かつ、公平な当局又

は司法機関によって再審理されること。

（�）　使用される言語を理解すること又は話すことがで

きない場合には、無料で通訳の援助を受けること。

（�）　手続のすべての段階において当該児童の私生活が

十分に尊重されること。

３　締約国は、刑法を犯したと申し立てられ、訴追され又は認定

された児童に特別に適用される法律及び手続の制定並びに当局

及び施設の設置を促進するよう努めるものとし、特に、次のこ

とを行う。

（ａ）　その年齢未満の児童は刑法を犯す能力を有しないと推

定される最低年齢を設定すること。

（ｂ）　適当なかつ望ましい場合には、人権及び法的保護が十

分に尊重されていることを条件として、司法上の手続に

訴えることなく当該児童を取り扱う措置をとること。

４　児童がその福祉に適合し、かつ、その事情及び犯罪の双方に

応じた方法で取り扱われることを確保するため、保護、指導及び

監督命令、カウンセリング、保護観察、里親委託、教育及び職業

訓練計画、施設における養護に代わる他の措置等の種々の処置が

利用し得るものとする。
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第４１条

　この条約のいかなる規定も、次のものに含まれる規定であって

児童の権利の実現に一層貢献するものに影響を及ぼすものではな

い。

（ａ）　締約国の法律

（ｂ）　締約国について効力を有する国際法
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第２部

第４２条

　締約国は、適当かつ積極的な方法でこの条約の原則及び規定を

成人及び児童のいずれにも広く知らせることを約束する。

第４３条

１　この条約において負う義務の履行の達成に関する締約国によ

る進捗の状況を審査するため、児童の権利に関する委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。委員会は、この部に定める

任務を行う。

２　委員会は、徳望が高く、かつ、この条約が対象とする分野に

おいて能力を認められた１０人の専門家で構成する。委員会の委

員は、締約国の国民の中から締約国により選出されるものとし、

個人の資格で職務を遂行する。その選出に当たっては、衡平な

地理的配分及び主要な法体系を考慮に入れる。

（※１９９５年１２月１２日、「１０人」を「１８人」に改める改正が採択され、

２００２年１１月１８日に同改正は発効した。）

３　委員会の委員は、締約国により指名された者の名簿の中から

秘密投票により選出される。各締約国は、自国民の中から一人

を指名することができる。

４　委員会の委員の最初の選挙は、この条約の効力発生の日の後

６箇月以内に行うものとし、その後の選挙は、２年ごとに行う。

国際連合事務総長は、委員会の委員の選挙の日の遅くとも４箇

月前までに、締約国に対し、自国が指名する者の氏名を２箇月

以内に提出するよう書簡で要請する。その後、同事務総長は、

指名された者のアルファべット順による名簿（これらの者を指

名した締約国名を表示した名簿とする。）を作成し、この条約の

締約国に送付する。
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５　委員会の委員の選挙は、国際連合事務総長により国際連合本

部に招集される締約国の会合において行う。これらの会合は、

締約国の３分の２をもって定足数とする。これらの会合におい

ては、出席しかつ投票する締約国の代表によって投じられた票

の最多数で、かつ、過半数の票を得た者をもって委員会に選出

された委員とする。

６　委員会の委員は、４年の任期で選出される。委員は、再指名

された場合には、再選される資格を有する。最初の選挙におい

て選出された委員のうち５人の委員の任期は、２年で終了する

ものとし、これらの５人の委員は、最初の選挙の後直ちに、最

初の選挙が行われた締約国の会合の議長によりくじ引で選ばれ

る。

７　委員会の委員が死亡し、辞任し又は他の理由のため委員会の

職務を遂行することができなくなったことを宣言した場合には、

当該委員を指名した締約国は、委員会の承認を条件として自国

民の中から残余の期間職務を遂行する他の専門家を任命する。

８　委員会は、手続規則を定める。

９　委員会は、役員を２年の任期で選出する。

１０　委員会の会合は、原則として、国際連合本部又は委員会が決

定する他の適当な場所において開催する。委員会は、原則とし

て毎年１回会合する。委員会の会合の期間は、国際連合総会の

承認を条件としてこの条約の締約国の会合において決定し、必

要な場合には、再検討する。

１１　国際連合事務総長は、委員会がこの条約に定める任務を効果

的に遂行するために必要な職員及び便益を提供する。

１２　この条約に基づいて設置する委員会の委員は、国際連合総会

が決定する条件に従い、同総会の承認を得て、国際連合の財源

から報酬を受ける。
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第４４条

１　締約国は、（ａ）当該締約国についてこの条約が効力を生ずる

時から２年以内に、（ｂ）その後は５年ごとに、この条約におい

て認められる権利の実現のためにとった措置及びこれらの権利

の享受についてもたらされた進歩に関する報告を国際連合事務

総長を通じて委員会に提出することを約束する。

２　この条の規定により行われる報告には、この条約に基づく義

務の履行の程度に影響を及ぼす要因及び障害が存在する場合に

は、これらの要因及び障害を記載する。当該報告には、また、

委員会が当該国における条約の実施について包括的に理解する

ために十分な情報を含める。

３　委員会に対して包括的な最初の報告を提出した締約国は、１

（ｂ）の規定に従って提出するその後の報告においては、既に提

供した基本的な情報を繰り返す必要はない。

４　委員会は、この条約の実施に関連する追加の情報を締約国に

要請することができる。

５　委員会は、その活動に関する報告を経済社会理事会を通じて

２年ごとに国際連合総会に提出する。

６　締約国は、１の報告を自国において公衆が広く利用できるよ

うにする。

第４５条

　この条約の効果的な実施を促進し及びこの条約が対象とする分

野における国際協力を奨励するため、



Convention on the Rights of the Child

－58－

�����������	
��
�������	
���������������������	�
���������	
����
���
�����
������
���������������
������������	���
����������������
��������
���������	���
��
	��
������	�	���
��������
��������������	
��������	�������	�����������������	�
����������������	
���������������������������
��������������	�
�����
���	��������������������	�
�
���������	
����
��
�����
���������
�������������
���������	
�����������
��������	
�����������	
��
����������	�����
�������������������������������
�����������	����	
����
����	
����
���������
����������	
������������������������
�����������	�
�������	��	�����	�������
���������	
����
���
�����
������
���������������
�����������	
����������	���
	�	���������������
���������������	��
����������������������������
���������������	
�

����������		
��������������	
���������������	�
���
�����������������	��
������������������������
�����������	�
���������
����������	�����
������������	
�����������������������������������
����������������	
�	�������������	�������������
�����������	
�������������������������������
�������������	��
�������������������������������
������������	��������
��
��
�����

����������		
�����	������		�������������������
����������	�
�������������
���
�������������
����������	��
�������������
���	������������������
����������	��
�����
���	���
��
�����

����������		
�����	��	�����������
��������
������������		��
���������
����������������
������������	�
�����
������	����
�������������
�����������	���
��������������
��������
������������		��
�����������������������������
����������������	
�	�������������
������������
������������	
�����������������		���������
����������	
�
�����
�����

�



児童の権利に関する条約

－59－

（ａ）　専門機関及び国際連合児童基金その他の国際連合の機

関は、その任務の範囲内にある事項に関するこの条約の

規定の実施についての検討に際し、代表を出す権利を有

する。委員会は、適当と認める場合には、専門機関及び

国際連合児童基金その他の権限のある機関に対し、これ

らの機関の任務の範囲内にある事項に関するこの条約の

実施について専門家の助言を提供するよう要請すること

ができる。委員会は、専門機関及び国際連合児童基金そ

の他の国際連合の機関に対し、これらの機関の任務の範

囲内にある事項に関するこの条約の実施について報告を

提出するよう要請することができる。

（ｂ）　委員会は、適当と認める場合には、技術的な助言若し

くは援助の要請を含んでおり又はこれらの必要性を記載

している締約国からのすべての報告を、これらの要請又

は必要性の記載に関する委員会の見解及び提案がある場

合は当該見解及び提案とともに、専門機関及び国際連合

児童基金その他の権限のある機関に送付する。

（ｃ）　委員会は、国際連合総会に対し、国際連合事務総長が

委員会のために児童の権利に関連する特定の事項に関す

る研究を行うよう同事務総長に要請することを勧告する

ことができる。

（ｄ）　委員会は、前条及びこの条の規定により得た情報に基

づく提案及び一般的な性格を有する勧告を行うことがで

きる。これらの提案及び一般的な性格を有する勧告は、

関係締約国に送付し、締約国から意見がある場合にはそ

の意見とともに国際連合総会に報告する。

 



Convention on the Rights of the Child

－60－

��������

���������	
������������	
������
����������
�������������	
���������
��������

���������	
������������	
������
�������������
�������������	�
������������	
�����
����	������������������������	��	��
������������	���
��������	��������������

���������	
������������	
������
��������������������������		
���
��������������	
��������������������������������	��
�������������	��	��
���������������������������	�
���������

���������	
������������	
���	�	
��	��������	
������������������	��
��������������	
��
�������������
	������������	��	��
������������	���
��������	�������������������������	����
�����������	
�����
�����	��	�������������
����������	�
������������������������������������	�������
�������������	
���	���������������������������	��
��	��
�����
������������	�
��������
�������������������������������	��
���������������	����������
�������������������	�
���
�����������	
�����
�����	��	�������������

���������	�
�����������	�
�������������	��������������������	��
������������������	�
�����	��������������������	�
�����
������������	���
���

��������	��������������	��
������������	���	
�
���
�
������
�������������	
����
��������������	����
����������������������������������
���������������	
���������
���
	��
��������������	
�����
��������������	
�	����������������
������������	
��������
����������	������
�����������	��������������������	
��
��������������	�
���������
��������������������	��

������������	���
���

���	��	����������������������	
��
����������	�
�����
�����
��������������������������
�����������	���
��	�	�����	�������������������	�����
��



児童の権利に関する条約

－61－

第３部

第４６条

　この条約は、すべての国による署名のために開放しておく。

第４７条

　この条約は、批准されなければならない。批准書は、国際連合

事務総長に寄託する。

第４８条

　この条約は、すべての国による加入のために開放しておく。加

入書は、国際連合事務総長に寄託する。

第４９条

１　この条約は、２０番目の批准書又は加入書が国際連合事務総長

に寄託された日の後３０日目の日に効力を生ずる。

２　この条約は、２０番目の批准書又は加入書が寄託された後に批

准し又は加入する国については、その批准書又は加入書が寄託

された日の後３０日目に効力を生ずる。

第５０条

１　いずれの締約国も、改正を提案し及び改正案を国際連合事務

総長に提出することができる。同事務総長は、直ちに、締約国

に対し、その改正案を送付するものとし、締約国による改正案

の審議及び投票のための締約国の会議の開催についての賛否を

示すよう要請する。その送付の日から４箇月以内に締約国の３

分の１以上が会議の開催に賛成する場合には、同事務総長は、

国際連合の主催の下に会議を招集する。会議において出席しか

つ投票する締約国の過半数によって採択された改正案は、承認

のため、国際連合総会に提出する。
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２　１の規定により採択された改正は、国際連合総会が承認し、

かつ、締約国の３分の２以上の多数が受諾した時に、効力を生

ずる。

３　改正は、効力を生じたときは、改正を受諾した締約国を拘束

するものとし、他の締約国は、改正前のこの条約の規定（受諾

した従前の改正を含む。）により引き続き拘束される。

第５１条

１　国際連合事務総長は、批准又は加入の際に行われた留保の書

面を受領し、かつ、すべての国に送付する。

２　この条約の趣旨及び目的と両立しない留保は、認められない。

３　留保は、国際連合事務総長にあてた通告によりいつでも撤回

することができるものとし、同事務総長は、その撤回をすべて

の国に通報する。このようにして通報された通告は、同事務総

長により受領された日に効力を生ずる。

第５２条

　締約国は、国際連合事務総長に対して書面による通告を行うこ

とにより、この条約を廃棄することができる。廃棄は、同事務総

長がその通告を受領した日の後１年で効力を生ずる。

第５３条

　国際連合事務総長は、この条約の寄託者として指名される。
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第５４条

　アラビア語、中国語、英語、フランス語、ロシア語及びスペイ

ン語をひとしく正文とするこの条約の原本は、国際連合事務総長

に寄託する。

　以上の証拠として、下名の全権委員は、各自の政府から正当に

委任を受けてこの条約に署名した。



Optional Protocol to the Convention on
the Rights of the Child on the involvement
of children in armed conflict

The States Parties to the present Protocol,

Encouraged by the overwhelming support for the
Convention on the Rights of the Child, demonstrating the
widespread commitment that exists to strive for the
promotion and protection of the rights of the child,

Reaffirming that the rights of children require special
protection, and calling for continuous improvement of the
situation of children without distinction, as well as for
their development and education in conditions of peace
and security,

Disturbed by the harmful and widespread impact of
armed conflict on children and the long-term
consequences this has for durable peace, security and
development,

Condemning the targeting of children in situations of
armed conflict and direct attacks on objects protected
under international law, including places generally having
a significant presence of children, such as schools and
hospitals,

Noting the adoption of the Statute of the International
Criminal Court and, in particular, its inclusion as a war
crime of conscripting or enlisting children under the age
of 15 years or using them to participate actively in
hostilities in both international and non-international
armed conflicts,

Considering, therefore, that to strengthen further the
implementation of rights recognized in the Convention on
the Rights of the Child there is a need to increase the
protection of children from involvement in armed conflict,

Noting that article 1 of the Convention on the Rights of
the Child specifies that, for the purposes of that
Convention, a child means every human being below the
age of 18 years unless, under the law applicable to the
child, majority is attained earlier,
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武力紛争における児童の関与に関する
児童の権利に関する条約の選択議定書

この議定書の締約国は、

児童の権利に関する条約に対して、児童の権利の促進及び保護の

ために努力する広範な意志を表す圧倒的な支持があることに励まされ、

児童の権利は特別な保護を必要とすることを再確認し、また、

差別なく児童の状況を不断に改善すること並びに平和で安全な状

況において児童が発達し及び教育を受けることを要請し、

武力紛争が児童に及ぼす有害かつ広範な影響並びにこれが永続

性のある平和、安全及び発展に及ぼす長期的な影響を憂慮し、

武力紛争の状況において児童を標的とすること及び学校、病院

等一般的に多数の児童が存在する場所その他の国際法に基づいて

保護されている対象を直接攻撃することを非難し、

国際刑事裁判所規程が採択されたこと、特に同規程が、国際的

な武力紛争及び非国際的な武力紛争の双方において、15歳未満の

児童を強制的に徴集し及び志願に基づいて編入し並びに敵対行為

に積極的に参加させるために使用することを戦争犯罪として規定

していることに留意し、

したがって、児童の権利に関する条約において認められている

権利の実現を更に強化するためには、武力紛争における関与から

児童を一層保護することが必要であることを考慮し、

児童の権利に関する条約第１条が、同条約の適用上、「児童と

は、18歳未満のすべての者をいう。ただし、当該児童で、その者

に適用される法律によりより早く成年に達したものを除く。」と

規定していることに留意し、
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Convinced that an optional protocol to the Convention
raising the age of possible recruitment of persons into
armed forces and their participation in hostilities will
contribute effectively to the implementation of the
principle that the best interests of the child are to be a
primary consideration in all actions concerning children,

Noting that the twenty-sixth international Conference of
the Red Cross and Red Crescent in December 1995
recommended, inter alia, that parties to conflict take
every feasible step to ensure that children under the age
of 18 years do not take part in hostilities,

Welcoming the unanimous adoption, in June 1999, of
International Labour Organization Convention No. 182 on
the Prohibition and Immediate Action for the Elimination
of the Worst Forms of Child Labour, which prohibits,
inter alia, forced or compulsory recruitment of children
for use in armed conflict,

Condemning with the gravest concern the recruitment,
training and use within and across national borders of
children in hostilities by armed groups distinct from the
armed forces of a State, and recognizing the
responsibility of those who recruit, train and use children
in this regard,

Recalling the obligation of each party to an armed conflict
to abide by the provisions of international humanitarian
law,

Stressing that this Protocol is without prejudice to the
purposes and principles contained in the Charter of the
United Nations, including Article 51, and relevant norms
of humanitarian law,

Bearing in mind that conditions of peace and security
based on full respect of the purposes and principles
contained in the Charter and observance of applicable
human rights instruments are indispensable for the full
protection of children, in particular during armed
conflicts and foreign occupation,

Recognizing the special needs of those children who are
particularly vulnerable to recruitment or use in hostilities
contrary to this Protocol owing to their economic or
social status or gender,
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軍隊に採用することができる者の年齢及びこれらの者が敵対行

為に参加する年齢を引き上げる選択議定書は、児童に関するすべ

ての措置をとるに当たっては児童の最善の利益が主として考慮さ

れるべきであるとの原則の実施に効果的に資することを確信し、

1995年12月の第26回赤十字・赤新月国際会議が、紛争当事国は

18歳未満の児童を敵対行為に参加させないことを確保するための

すべての実行可能な措置をとることを特に勧告したことに留意

し、武力紛争において使用するための児童の強制的な徴集を特に

禁止する最悪の形態の児童労働の禁止及び撤廃のための即時の行

動に関する国際労働機関の条約（第182号）が1999年６月に全会

一致で採択されたことを歓迎し、

国の軍隊と異なる武装集団が敵対行為において国境内で又は国

境を越えて児童を採用し、訓練し及び使用することを最も重大な

関心をもって非難し、並びにこの点に関連して児童を採用し、訓

練し及び使用するものの責任を認識し、

武力紛争の各当事者が国際人道法の規定を遵守する義務を負っ

ていることを想起し、

この議定書が国際連合憲章（第51条等）に定める目的及び原則

並びに人道法の関連する規範を害するものではないことを強調し、

同憲章に定める目的及び原則の十分な尊重並びに人権に関する

適用可能な文書の遵守に基づく平和で安全な状況が、特に武力紛

争及び外国による占領の期間中における児童の十分な保護に不可

欠であることに留意し、

経済的若しくは社会的地位又は性別のため、この議定書に反し

て特に採用され又は敵対行為に使用されやすい児童についての特

別な必要性を認識し、
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Mindful of the necessity of taking into consideration the
economic, social and political root causes of the
involvement of children in armed conflicts,

Convinced of the need to strengthen international
cooperation in the implementation of this Protocol, as
well as the physical and psychosocial rehabilitation and
social reintegration of children who are victims of armed
conflict,

Encouraging the participation of the community and, in
particular, children and child victims in the dissemination
of informational and educational programmes concerning
the implementation of the Protocol,

Have agreed as follows:

Article 1
States Parties shall take all feasible measures to ensure
that members of their armed forces who have not
attained the age of 18 years do not take a direct part in
hostilities.

Article 2
States Parties shall ensure that persons who have not
attained the age of 18 years are not compulsorily
recruited into their armed forces.

Article 3
1. States Parties shall raise the minimum age for the
voluntary recruitment of persons into their national
armed forces from that set out in article 38, paragraph 3,
of the Convention on the Rights of the Child, taking
account of the principles contained in that article and
recognizing that under the Convention persons under 18
are entitled to special protection.

2. Each State Party shall deposit a binding declaration
upon ratification of or accession to this Protocol that sets
forth the minimum age at which it will permit voluntary
recruitment into its national armed forces and a
description of the safeguards that it has adopted to
ensure that such recruitment is not forced or coerced.
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武力紛争における児童の関与についての経済的、社会的及び政

治的な根本的原因を考慮に入れる必要性に留意し、

この議定書の実施における国際協力並びに武力紛争による被害

者である児童の身体的及び心理社会的なリハビリテーション並び

に社会復帰における国際協力を強化する必要性を確信し、

社会、特に被害者である児童その他の児童がこの議定書の実施に

関する広報及び教育に関する計画の普及に参加することを奨励して、

次のとおり協定した。

第１条

締約国は、18歳未満の自国の軍隊の構成員が敵対行為に直接参

加しないことを確保するためのすべての実行可能な措置をとる。

第２条

締約国は、18歳未満の者を自国の軍隊に強制的に徴集しないこ

とを確保する。

第３条

１　締約国は、児童の権利に関する条約第３８条に定める原則を考

慮し及び同条約に基づき１８歳未満の者は特別な保護を受ける権

利を有することを認識して、自国の軍隊に志願する者の採用につ

いての最低年齢を同条３に定める年齢より年単位で引き上げる。

２　各締約国は、この議定書を批准し又はこれに加入する際に、

自国の軍隊に志願する者の採用が認められる最低年齢を記載す

る拘束力のある宣言及びそのような採用が強制され又は強要さ

れたものではないことを確保するためにとられた保障措置につ

いての説明を寄託する。
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3. States Parties that permit voluntary recruitment into
their national armed forces under the age of 18 shall
maintain safeguards to ensure, as a minimum, that:

(a) Such recruitment is genuinely voluntary;
(b) Such recruitment is done with the informed

consent of the person’s parents or legal guardians;
(c) Such persons are fully informed of the duties

involved in such military service;
(d) Such persons provide reliable proof of age prior

to acceptance into national military service.

4. Each State Party may strengthen its declaration at any
time by notification to that effect addressed to the
Secretary-General of the United Nations, who shall
inform all States Parties. Such notification shall take effect
on the date on which it is received by the Secretary-
General.

5. The requirement to raise the age in paragraph 1 of the
present article does not apply to schools operated by or
under the control of the armed forces of the States
Parties, in keeping with articles 28 and 29 of the
Convention on the Rights of the Child.

Article 4
1. Armed groups that are distinct from the armed forces
of a State should not, under any circumstances, recruit or
use in hostilities persons under the age of 18 years.

2. States Parties shall take all feasible measures to
prevent such recruitment and use, including the adoption
of legal measures necessary to prohibit and criminalize
such practices.

3. The application of the present article under this
Protocol shall not affect the legal status of any party to an
armed conflict.

Article 5
Nothing in the present Protocol shall be construed as
precluding provisions in the law of a State Party or in
international instruments and international humanitarian
law that are more conducive to the realization of the
rights of the child.
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３　自国の軍隊に志願する18歳未満の者の採用を認める締約国

は、少なくとも次のことを確保するための保障措置を維持する。

（a）当該採用が真に志願する者を対象とするものであること。

（b）当該採用につき当該者の父母又は法定保護者が事情を知

らされた上で同意していること。

（c）当該者が軍務における任務につき十分な情報の提供を受

けていること。

（d）当該者が、自国の軍務に服することが認められる前に、

年齢についての信頼し得る証明を提出すること。

４　各締約国は、国際連合事務総長にあてた通告により、いつで

も自国の宣言の内容を拡充することができるものとし、同事務

総長は、これをすべての締約国に通報する。そのような通告は、

同事務総長により受領された日に効力を生ずる。

５　１に定める最低年齢を引き上げる義務は、締約国の軍隊によ

り運営され又は管理されている学校であって、児童の権利に関

する条約第28条及び第29条の規定の趣旨に沿うものについては

適用されない。

第４条

１　国の軍隊と異なる武装集団は、いかなる状況においても、18

歳未満の者を採用し又は敵対行為に使用すべきでない。

２　締約国は、１に規定する採用及び使用を防止するため、すべ

ての実行可能な措置（１に規定する採用及び使用を禁止し並び

にこれらの行為を犯罪とするために必要な法律上の措置を含

む。）をとる。
３　この議定書におけるこの条の規定の適用は、武力紛争のいか
なる当事者の法的地位にも影響を及ぼすものではない。

第５条

この議定書のいかなる規定も、児童の権利の実現に一層貢献す

る締約国の法律、国際文書又は国際人道法の規定の適用を妨げる

ものと解してはならない。
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Article 6
1. Each State Party shall take all necessary legal,
administrative and other measures to ensure the effective
implementation and enforcement of the provisions of this
Protocol within its jurisdiction.

2. States Parties undertake to make the principles and
provisions of the present Protocol widely known and
promoted by appropriate means, to adults and children
alike.

3. States Parties shall take all feasible measures to ensure
that persons within their jurisdiction recruited or used in
hostilities contrary to this Protocol are demobilized or
otherwise released from service. States Parties shall,
when necessary, accord to these persons all appropriate
assistance for their physical and psychological recovery
and their social reintegration.

Article 7
1. States Parties shall cooperate in the implementation of
the present Protocol, including in the prevention of any
activity contrary to the Protocol and in the rehabilitation
and social reintegration of persons who are victims of acts
contrary to this Protocol, including through technical
cooperation and financial assistance. Such assistance and
cooperation will be undertaken in consultation with
concerned States Parties and relevant international
organizations.

2. States Parties in a position to do so shall provide such
assistance through existing multilateral, bilateral or other
programmes, or, inter alia, through a voluntary fund
established in accordance with the rules of the General
Assembly.

Article 8
1. Each State Party shall submit, within two years
following the entry into force of the Protocol for that State
Party, a report to the Committee on the Rights of the
Child providing comprehensive information on the
measures it has taken to implement the provisions of the
Protocol, including the measures taken to implement the
provisions on participation and recruitment.
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第６条

１　各締約国は、自国の管轄の下においてこの議定書の規定の効

果的な実施を確保するため、すべての必要な法律上、行政上そ

の他の措置をとる。

２　締約国は、適当な方法でこの議定書の原則及び規定を成人及

び児童のいずれにも広く知らせることを約束する。

３　締約国は、自国の管轄の下にある者であってこの議定書に反

して採用され又は敵対行為に使用されたものを除隊させ又は他

の方法により任務から解放することを確保するため、すべての

実行可能な措置をとる。締約国は、必要な場合には、これらの

者に対し、その身体的及び心理的な回復並びに社会復帰のため

のすべての適当な援助を与える。

第７条

１　締約国は、技術協力、財政的援助等を通じて、この議定書に

反するあらゆる行為の防止、この議定書に反する行為の被害者の

リハビリテーション及び社会復帰その他のこの議定書の実施につ

いて協力する。このような援助及び協力は、関係締約国及び関係

国際機関と協議した上で実施する。

２　締約国は、可能な場合には、既存の多数国間、二国間その他

の計画を通じ、又は国際連合総会の規則に従って設立される任意

の基金を通じ、このような援助を提供する。

第８条

１　各締約国は、この議定書が自国について効力を生じた後２年

以内に、参加及び採用に関する規定の実施のためにとった措置

その他のこの議定書の規定の実施のためにとった措置に関する

包括的な情報を提供する報告を児童の権利に関する委員会に提

出する。
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2. Following the submission of the comprehensive report,
each State Party shall include in the reports they submit
to the Committee on the Rights of the Child, in
accordance with article 44 of the Convention, any further
information with respect to the implementation of the
Protocol. Other States Parties to the Protocol shall submit
a report every five years.

3. The Committee on the Rights of the Child may request
from States Parties further information relevant to the
implementation of this Protocol.

Article 9
1. The present Protocol is open for signature by any State
that is a party to the Convention or has signed it.

2. The present Protocol is subject to ratification and is
open to accession by any State. Instruments of ratification
or accession shall be deposited with the Secretary-
General of the United Nations.

3. The Secretary-General, in his capacity as depositary of
the Convention and the Protocol, shall inform all States
Parties to the Convention and all States that have signed
the Convention of each instrument of declaration
pursuant to article 13.

Article 10
1. The present Protocol shall enter into force three
months after the deposit of the tenth instrument of
ratification or accession.

2. For each State ratifying the present Protocol or
acceding to it after its entry into force, the present
Protocol shall enter into force one month after the date of
the deposit of its own instrument of ratification or
accession.

Article 11
1. Any State Party may denounce the present Protocol at
any time by written notification to the Secretary General
of the United Nations, who shall thereafter inform the
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２　各締約国は、包括的な報告を提出した後、児童の権利に関す

る条約第44条の規定に従って児童の権利に関する委員会に提出

する報告に、この議定書の実施に関するあらゆる追加の情報を

含める。この議定書のその他の締約国は、５年ごとに報告を提

出する。

３　児童の権利に関する委員会は、この議定書の実施に関連する

追加の情報を締約国に要請することができる。

第９条

１　この議定書は、児童の権利に関する条約の締約国であるか又

は同条約に署名したすべての国による署名のために開放しておく。

２　この議定書は、批准されなければならず、また、すべての国

による加入のために開放しておく。批准書又は加入書は、国際

連合事務総長に寄託する。

３　国際連合事務総長は、児童の権利に関する条約及びこの議定

書の寄託者として、同条約のすべての締約国及び同条約に署名

したすべての国に対し、第３条の規定に基づく宣言を通報する。

第10条

１　この議定書は、10番目の批准書又は加入書が寄託された後３

箇月で効力を生ずる。

２　この議定書は、この議定書の効力発生の後に批准し又は加入

する国については、その批准書又は加入書が寄託された日の後

１箇月で効力を生ずる。

第11条

１　いずれの締約国も、国際連合事務総長に対して書面による通

告を行うことにより、いつでもこの議定書を廃棄することがで
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other States Parties to the Convention and all States that
have signed the Convention. The denunciation shall take
effect one year after the date of receipt of the notification
by the Secretary-General. If, however, on the expiry of
that year the denouncing State Party is engaged in armed
conflict, the denunciation shall not take effect before the
end of the armed conflict.

2. Such a denunciation shall not have the effect of
releasing the State Party from its obligations under the
present Protocol in regard to any act that occurs prior to
the date on which the denunciation becomes effective.
Nor shall such a denunciation prejudice in any way the
continued consideration of any matter that is already
under consideration by the Committee prior to the date
on which the denunciation becomes effective.

Article 12
1. Any State Party may propose an amendment and file it
with the Secretary-General of the United Nations. The
Secretary-General shall thereupon communicate the
proposed amendment to States Parties, with a request
that they indicate whether they favour a conference of
States Parties for the purpose of considering and voting
upon the proposals. In the event that, within four months
from the date of such communication, at least one third of
the States Parties favour such a conference, the
Secretary-General shall convene the conference under
the auspices of the United Nations. Any amendment
adopted by a majority of States Parties present and voting
at the conference shall be submitted to the General
Assembly for approval.

2. An amendment adopted in accordance with paragraph
1 of the present article shall enter into force when it has
been approved by the General Assembly of the United
Nations and accepted by a two-thirds majority of States
Parties.

3. When an amendment enters into force, it shall be
binding on those States Parties that have accepted it,
other States Parties still being bound by the provisions of
the present Protocol and any earlier amendments that
they have accepted.
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きる。同事務総長は、その後、児童の権利に関する条約のその

他の締約国及び同条約に署名したすべての国に対しこれを通報

する。廃棄は、同事務総長がその通告を受領した日の後１年で

効力を生ずる。ただし、廃棄を行う締約国が当該１年の期間の

満了の時において武力紛争に巻き込まれている場合には、廃棄

は、武力紛争の終了の時まで効力を生じない。

２　廃棄は、廃棄が効力を生ずる日前に発生した行為について、

この議定書に基づく当該締約国の義務を免除するものではな

い。また、廃棄は、廃棄が効力を生ずる日前に児童の権利に関

する委員会が既に検討していた問題について検討を継続するこ

とを妨げるものではない。

第12条

１　いずれの締約国も、改正を提案し及び改正案を国際連合事務

総長に提出することができる。同事務総長は、直ちに、締約国

に対し、その改正案を送付するものとし、締約国による改正案

の審議及び投票のための締約国の会議の開催についての賛否を

示すよう要請する。その送付の日から４箇月以内に締約国の３

分の１以上が会議の開催に賛成する場合には、同事務総長は、

国際連合の主催の下に会議を招集する。会議において出席しか

つ投票する締約国の過半数によって採択された改正案は、承認

のため、国際連合総会に提出する。

２　１の規定により採択された改正は、国際連合総会が承認し、

かつ、締約国の３分の２以上の多数が受諾した時に、効力を生

ずる。

３　改正は、効力を生じたときは、改正を受諾した締約国を拘束

するものとし、他の締約国は、改正前のこの議定書の規定（受

諾した従前の改正を含む。）により引き続き拘束される。
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Article 13
1. The present Protocol, of which the Arabic, Chinese,
English, French, Russian and Spanish texts are equally
authentic, shall be deposited in the archives of the United
Nations.

2. The Secretary-General of the United Nations shall
transmit certified copies of the present Protocol to all
States Parties to the Convention and all States that have
signed the Convention.
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第13条

１　アラビア語、中国語、英語、フランス語、ロシア語及びスペイン

語をひとしく正文とするこの議定書は、国際連合に寄託する。

２　国際連合事務総長は、この議定書の認証謄本を児童の権利に

関する条約のすべての締約国及び同条約に署名したすべての国

に送付する。
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Optional Protocol to the Convention on the
Rights of the Child on the sale of children,
child prostitution and child pornography

The States Parties to the present Protocol,

Considering that, in order further to achieve the purposes
of the Convention on the Rights of the Child and the
implementation of its provisions, especially articles 1, 11,
21, 32, 33, 34, 35 and 36, it would be appropriate to extend
the measures that States Parties should undertake in
order to guarantee the protection of the child from the
sale of children, child prostitution and child pornography,

Considering also that the Convention on the Rights of the
Child recognizes the right of the child to be protected
from economic exploitation and from performing any
work that is likely to be hazardous or to interfere with the
child’s education, or to be harmful to the child’s health
or physical, mental, spiritual, moral or social
development,

Gravely concerned at the significant and increasing
international traffic of children for the purpose of the sale
of children, child prostitution and child pornography,

Deeply concerned at the widespread and continuing
practice of sex tourism, to which children are especially
vulnerable, as it directly promotes the sale of children,
child prostitution and child pornography,

Recognizing that a number of particularly vulnerable
groups, including girl children, are at greater risk of
sexual exploitation, and that girl children are
disproportionately represented among the sexually
exploited,

Concerned about the growing availability of child
pornography on the Internet and other evolving
technologies, and recalling the International Conference
on Combating Child Pornography on the Internet
(Vienna, 1999) and, in particular, its conclusion calling for
the worldwide criminalization of the production,
distribution, exportation, transmission, importation,
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児童の売買、児童買春及び児童ポルノに
関する児童の権利に関する条約の選択議
定書

この議定書の締約国は、

児童の権利に関する条約の目的及び同条約の規定（特に、第１

条、第11条、第21条、第32条、第33条、第34条、第35条及び第36

条の規定）の実施を更に達成することを目的として、児童の売買、

児童買春及び児童ポルノからの児童の保護を保障するために締約

国がとるべき措置を拡大することが適当であることを考慮し、

また、児童の権利に関する条約が、児童が経済的な搾取から保

護され及び危険となり若しくは児童の教育の妨げとなり又は児童

の健康若しくは身体的、精神的、道徳的若しくは社会的な発達に

有害となるおそれのある労働への従事から保護される権利を認め

ていることを考慮し、

児童の売買、児童買春及び児童ポルノを目的とした児童の国際

的な取引が相当数にのぼりかつ増加していることを深刻に憂慮し、

児童の売買、児童買春及び児童ポルノを直接助長するために児

童が特に被害を受けやすい買春旅行が広く行われかつ継続してい

ることを深く憂慮し、

女子である児童その他の多くの特に被害を受けやすい集団が性

的搾取を受ける危険に一層さらされていること及び性的搾取を受

ける者の中で女子である児童が不均衡に多いことを認識し、

インターネットその他の発展しつつある技術による児童ポルノ

の入手が更に容易になっていることを憂慮し、インターネット上

の児童ポルノと戦う国際会議（1999年にウィーンで開催）、特に、
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intentional possession and advertising of child
pornography, and stressing the importance of closer
cooperation and partnership between Governments and
the Internet industry,

Believing that the elimination of the sale of children, child
prostitution and child pornography will be facilitated by
adopting a holistic approach, addressing the contributing
factors, including underdevelopment, poverty, economic
disparities, inequitable socio economic structure,
dysfunctioning families, lack of education, urban rural
migration, gender discrimination, irresponsible adult
sexual behaviour, harmful traditional practices, armed
conflicts and trafficking of children,

Believing that efforts to raise public awareness are
needed to reduce consumer demand for the sale of
children, child prostitution and child pornography, and
also believing in the importance of strengthening global
partnership among all actors and of improving law
enforcement at the national level,

Noting the provisions of international legal instruments
relevant to the protection of children, including the
Hague Convention on the Protection of Children and
Cooperation with Respect to Inter-Country Adoption, the
Hague Convention on the Civil Aspects of International
Child Abduction, the Hague Convention on Jurisdiction,
Applicable Law, Recognition, Enforcement and
Cooperation in Respect of Parental Responsibility and
Measures for the Protection of Children, and
International Labour Organization Convention No. 182 on
the Prohibition and Immediate Action for the Elimination
of the Worst Forms of Child Labour,

Encouraged by the overwhelming support for the
Convention on the Rights of the Child, demonstrating the
widespread commitment that exists for the promotion
and protection of the rights of the child,

Recognizing the importance of the implementation of the
provisions of the Programme of Action for the Prevention
of the Sale of Children, Child Prostitution and Child
Pornography and the Declaration and Agenda for Action
adopted at the World Congress against Commercial
Sexual Exploitation of Children, held at Stockholm from
27 to 31 August 1996, and the other relevant decisions
and recommendations of pertinent international bodies,
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児童ポルノを製造し、配布し、輸出し、送信し、輸入し、意図的

に保有し及び宣伝することを全世界において犯罪とすることを求

めるという同会議の結論を想起し、並びに政府とインターネット

業界との間のより緊密な協力及び連携の重要性を強調し、

児童の売買、児童買春及び児童ポルノの撲滅は、不十分な開発、

貧困、経済的な不均衡、不衡平な社会経済的構造、家族の機能不

全、教育の欠如、都市と農村との間の移住、性差別、大人の無責

任な性的行動、有害な伝統的慣行、武力紛争、児童の取引その他

の様々な要因に対処する全体的な取組方法を採用することにより

促進されることを確信し、

児童の売買、児童買春及び児童ポルノに対する消費需要を減少

させるためには、公衆の意識を向上させるための努力が必要であ

ることを確信し、また、すべての関係者の間の世界的な連携を強

化し及び国内における法の執行を促進することの重要性を確信し、

国家間にまたがる養子縁組に関する子の保護及び協力に関する

ハーグ条約、国際的な子の奪取の民事上の側面に関するハーグ条

約、親等の責任及び子の保護措置に関する管轄権、準拠法、承認、

執行及び協力に関するハーグ条約、最悪の形態の児童労働の禁止

及び撤廃のための即時の行動に関する国際労働機関の条約（第

182号）その他の児童の保護に関する国際的な法的文書に留意し、

児童の権利に関する条約に対して、児童の権利の促進及び保護

のための広範な意志を表す圧倒的な支持があることに励まされ、

児童の売買、児童買春及び児童ポルノの防止のための行動計画、

1996年８月27日から31日までストックホルムで開催された児童の

商業的性的搾取に反対する世界会議において採択された宣言及び

行動のための課題並びに関係国際団体によるその他の関連する決

定及び勧告の実施の重要性を認識し、
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Taking due account of the importance of the traditions
and cultural values of each people for the protection and
harmonious development of the child,

Have agreed as follows:

Article 1
States Parties shall prohibit the sale of children, child
prostitution and child pornography as provided for by the
present Protocol.

Article 2
For the purpose of the present Protocol:

(a) Sale of children means any act or transaction
whereby a child is transferred by any person or
group of persons to another for remuneration or
any other consideration;

(b) Child prostitution means the use of a child in
sexual activities for remuneration or any other
form of consideration;

(c) Child pornography means any representation, by
whatever means, of a child engaged in real or
simulated explicit sexual activities or any
representation of the sexual parts of a child for
primarily sexual purposes.

Article 3
1. Each State Party shall ensure that, as a minimum, the
following acts and activities are fully covered under its
criminal or penal law, whether these offences are
committed domestically or transnationally or on an
individual or organized basis:

(a) In the context of sale of children as defined in
article 2:
(i) The offering, delivering or accepting, by

whatever means, a child for the purpose of:
a. Sexual exploitation of the child;
b. Transfer of organs of the child for profit;
c. Engagement of the child in forced labour;
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児童の保護及び調和のとれた発達のために各人民の伝統及び文

化的価値が有する重要性を十分に考慮して、

次のとおり協定した。

第１条

締約国は、この議定書に従って児童の売買、児童買春及び児童

ポルノを禁止する。

第２条

この議定書の適用上、

（a）「児童の売買」とは、報酬その他の対償のために、児童

が個人若しくは集団により他の個人若しくは集団に引き

渡されるあらゆる行為又はこのような引渡しについての

あらゆる取引をいう。

（b）「児童買春」とは、報酬その他の対償のために、児童を

性的な行為に使用することをいう。

（c）「児童ポルノ」とは、現実の若しくは擬似のあからさま

な性的な行為を行う児童のあらゆる表現（手段のいかん

を問わない。）又は主として性的な目的のための児童の

身体の性的な部位のあらゆる表現をいう。

第３条

1 各締約国は、その犯罪が国内で行われたか国際的に行われた

かを問わず、また、個人により行われたか組織により行われた

かを問わず、少なくとも次の行為が自国の刑法又は刑罰法規の

適用を完全に受けることを確保する。

（a）前条に定義する児童の売買に関し、

（i）児童を次の目的のため提供し、移送し又は収受するこ

と（手段のいかんを問わない。）。

a 児童を性的に搾取すること。

b 営利の目的で児童の臓器を引き渡すこと。

c 児童を強制労働に従事させること。
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(ii) Improperly inducing consent, as an
intermediary, for the adoption of a child in 
violation of applicable international legal
instruments on adoption;

(b) Offering, obtaining, procuring or providing a
child for child prostitution, as defined in article 2;

(c) Producing, distributing, disseminating,
importing, exporting, offering, selling or
possessing for the above purposes child
pornography as defined in article 2.

2. Subject to the provisions of a State Party’s national law,
the same shall apply to an attempt to commit any of these
acts and to complicity or participation in any of these acts.

3. Each State Party shall make these offences punishable
by appropriate penalties that take into account their grave
nature.

4. Subject to the provisions of its national law, each State
Party shall take measures, where appropriate, to establish
the liability of legal persons for offences established in
paragraph 1 of the present article. Subject to the legal
principles of the State Party, this liability of legal persons
may be criminal, civil or administrative.

5. States Parties shall take all appropriate legal and
administrative measures to ensure that all persons
involved in the adoption of a child act in conformity with
applicable international legal instruments.

Article 4
1. Each State Party shall take such measures as may be
necessary to establish its jurisdiction over the offences
referred to in article 3, paragraph 1, when the offences
are committed in its territory or on board a ship or
aircraft registered in that State.

2. Each State Party may take such measures as may be
necessary to establish its jurisdiction over the offences
referred to in article 3, paragraph 1, in the following
cases:

(a) When the alleged offender is a national of that
State or a person who has his habitual residence
in its territory;
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（ii）養子縁組に関する適用可能な国際的な法的文書に違反

する児童の養子縁組について同意するよう、仲介者と

して不当に勧誘すること。

（b）前条に定義する児童買春のため、児童を提供し、取得し、

あっせんし及び供給すること。

（c）前条に定義する児童ポルノを製造し、配布し、頒布し、

輸入し、輸出し、提供し若しくは販売し又はこれらの行

為の目的で保有すること。

２　締約国の国内法の規定に従って、１に規定する行為の未遂及

び１に規定する行為を共謀し又は１に規定する行為に加担する

行為についても、１の規定を適用する。

３　各締約国は、１及び２に定める犯罪について、その重大性を

考慮した適当な刑罰を科することができるようにする。

４　各締約国は、自国の国内法の規定に従って、適当な場合には、

１に定める犯罪についての法人の責任を確立するための措置を

とる。法人のこの責任は、締約国の法的原則に従って、刑事上、

民事上又は行政上のものとすることができる。

５　締約国は、児童の養子縁組に関与するすべての者が適用可能

な国際的な法的文書に従って行動することを確保するためのす

べての適当な法律上及び行政上の措置をとる。

第４条

1 各締約国は、前条１に定める犯罪が自国の領域内で又は自国

において登録された船舶若しくは航空機内で行われる場合にお

いて当該犯罪についての自国の裁判権を設定するため、必要な

措置をとる。

２　各締約国は、次の場合において前条１に定める犯罪についての

自国の裁判権を設定するため、必要な措置をとることができる。

（a）容疑者が、自国の国民である場合又は自国の領域内に常

居所を有する者である場合
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(b) When the victim is a national of that State.

3. Each State Party shall also take such measures as may
be necessary to establish its jurisdiction over the above
mentioned offences when the alleged offender is present
in its territory and it does not extradite him or her to
another State Party on the ground that the offence has
been committed by one of its nationals.

4. This Protocol does not exclude any criminal
jurisdiction exercised in accordance with internal law.

Article 5
1. The offences referred to in article 3, paragraph 1, shall
be deemed to be included as extraditable offences in any
extradition treaty existing between States Parties and
shall be included as extraditable offences in every
extradition treaty subsequently concluded between them,
in accordance with the conditions set forth in those
treaties.

2. If a State Party that makes extradition conditional on
the existence of a treaty receives a request for extradition
from another State Party with which it has no extradition
treaty, it may consider this Protocol as a legal basis for
extradition in respect of such offences. Extradition shall
be subject to the conditions provided by the law of the
requested State.

3. States Parties that do not make extradition conditional
on the existence of a treaty shall recognize such offences
as extraditable offences between themselves subject to
the conditions provided by the law of the requested State.

4. Such offences shall be treated, for the purpose of
extradition between States Parties, as if they had been
committed not only in the place in which they occurred
but also in the territories of the States required to
establish their jurisdiction in accordance with article 4.

5. If an extradition request is made with respect to an
offence described in article 3,  paragraph 1, and if the
requested State Party does not or will not extradite on the
basis of the nationality of the offender, that State shall
take suitable measures to submit the case to its
competent authorities for the purpose of prosecution.
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（b）被害者が自国の国民である場合

３　各締約国は、容疑者が自国の領域内に所在し、かつ、犯罪が自

国の国民によって行われたことを理由として他の締約国に対して

当該容疑者の引渡しを行わない場合において前条１に定める犯罪

についての自国の裁判権を設定するため、必要な措置をとる。

４　この議定書は、国内法に従って行使される刑事裁判権を排除

するものではない。

第５条

１　第３条１に定める犯罪は、締約国間の現行の犯罪人引渡条約に

おける引渡犯罪とみなされ、また、締約国間で今後締結されるす

べての犯罪人引渡条約における引渡犯罪に含まれるものとする。

ただし、これらの条約に定める条件に従うことを条件とする。

２　条約の存在を犯罪人引渡しの条件とする締約国は、自国との

間に犯罪人引渡条約を締結していない他の締約国から犯罪人引

渡しの請求を受けた場合には、この議定書を第３条１に定める

犯罪に関する犯罪人引渡しのための法的根拠とみなすことがで

きる。この犯罪人引渡しは、請求を受けた国の法令に定める条

件に従う。

３　条約の存在を犯罪人引渡しの条件としない締約国は、犯罪人

引渡しの請求を受けた国の法令に定める条件に従い、相互間で、

第３条１に定める犯罪を引渡犯罪と認める。

４　第３条１に定める犯罪は、締約国間の犯罪人引渡しに関して

は、当該犯罪が発生した場所のみでなく、前条の規定に従って

裁判権を設定しなければならない国の領域内においても行われ

たものとみなされる。

５　第３条１に定める犯罪に関して引渡しの請求が行われた場合

において、請求を受けた締約国が犯人の国籍を理由として引渡

しを行わないときは、当該締約国は、訴追のため自国の権限の

ある当局に事件を付託するための適当な措置をとる。
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Article 6
1. States Parties shall afford one another the greatest
measure of assistance in connection with investigations
or criminal or extradition proceedings brought in respect
of the offences set forth in article 3, paragraph 1,
including assistance in obtaining evidence at their
disposal necessary for the proceedings.

2. States Parties shall carry out their obligations under
paragraph 1 of the present article in conformity with any
treaties or other arrangements on mutual legal assistance
that may exist between them. In the absence of such
treaties or arrangements, States Parties shall afford one
another assistance in accordance with their domestic law.

Article 7
States Parties shall, subject to the provisions of their
national law:

(a) Take measures to provide for the seizure and
confiscation, as appropriate, of:
(i) Goods such as materials, assets and other

instrumentalities used to commit or facilitate
offences under the present Protocol;

(ii) Proceeds derived from such offences;
(b) Execute requests from another State Party for

seizure or confiscation of goods or proceeds
referred to in subparagraph (a) ;

(c) Take measures aimed at closing, on a temporary
or definitive basis, premises used to commit such
offences.

Article 8
1. States Parties shall adopt appropriate measures to
protect the rights and interests of child victims of the
practices prohibited under the present Protocol at all
stages of the criminal justice process, in particular by:

(a) Recognizing the vulnerability of child victims
and adapting procedures to recognize their special
needs, including their special needs as witnesses;

(b) Informing child victims of their rights, their role
and the scope, timing and progress of the
proceedings and of the disposition of their cases;

(c) Allowing the views, needs and concerns of child
victims to be presented and considered in
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第６条
１　締約国は、第３条１に定める犯罪について行われる捜査、刑

事訴訟又は犯罪人引渡しに関する手続について、相互に最大限

の援助（これらの手続に必要であり、かつ、自国が提供するこ

とができる証拠の収集に係る援助を含む。）を与える。

２　締約国は、相互間に法律上の相互援助に関する条約又は他の

取極が存在する場合には、当該条約又は他の取極に合致するよ

うに、１に規定する義務を履行する。締約国は、そのような条

約又は取極が存在しない場合には、自国の国内法に従って相互

に援助を与える。

第７条
締約国は、自国の国内法の規定に従って、次のことを行う。

（a）適当な場合には、次のものを押収し又は没収することを

定めるための措置をとること。

（i）この議定書に定める犯罪を行い又は助長するために使

用された物（例えば、材料、財産及び他の道具）

（ii）この議定書に定める犯罪から生じた収益

（b）（a）に規定する物又は収益の押収又は没収についての他

の締約国からの要請を実施すること。

（c）この議定書に定める犯罪を行うために使用された場所を

一時的又は恒久的に閉鎖するための措置をとること。

第８条
１　締約国は、刑事司法手続のすべての段階において、特に次の

ことを行うことによって、この議定書によって禁止されている

行為の被害者である児童の権利及び利益を保護するための適当

な措置をとる。

（a）被害者である児童が被害を受けやすいことを認め、及び

当該児童についての特別な必要（証人としての特別な必

要等）を認めるために刑事司法手続を適合させること。

（b）被害者である児童に対し、当該児童が有する権利及び役

割並びに刑事司法手続に係る範囲、時期及び進łº
しんちょく

状況に
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proceedings where their personal interests are
affected, in a manner consistent with the
procedural rules of national law;

(d) Providing appropriate support services to child
victims throughout the legal process;

(e) Protecting, as appropriate, the privacy and
identity of child victims and taking measures in
accordance with national law to avoid the
inappropriate dissemination of information that
could lead to the identification of child victims;

(f) Providing, in appropriate cases, for the safety of
child victims, as well as that of their families and
witnesses on their behalf, from intimidation and
retaliation;

(g) Avoiding unnecessary delay in the disposition of
cases and the execution of orders or decrees
granting compensation to child victims.

2. States Parties shall ensure that uncertainty as to the
actual age of the victim shall not prevent the initiation of
criminal investigations, including investigations aimed at
establishing the age of the victim.

3. States Parties shall ensure that, in the treatment by the
criminal justice system of children who are victims of the
offences described in the present Protocol, the best
interest of the child shall be a primary consideration.

4. States Parties shall take measures to ensure
appropriate training, in particular legal and psychological
training, for the persons who work with victims of the
offences prohibited under the present Protocol.

5. States Parties shall, in appropriate cases, adopt
measures in order to protect the safety and integrity of
those persons and/or organizations involved in the
prevention and/or protection and rehabilitation of victims
of such offences.

6. Nothing in the present article shall be construed as
prejudicial to or inconsistent with the rights of the
accused to a fair and impartial trial.
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ついて通知し、また、当該児童に係る事件の処理につい

て通知すること。

（c）被害者である児童の個人的な利益に影響を及ぼす刑事司

法手続において、国内法の手続規則に合致する方法によ

り、当該児童の意見、必要及び懸念が表明され及び考慮

されることを認めること。

（d）訴訟手続の間を通じて被害者である児童に対し適当な支

援サービスを与えること。

（e）被害者である児童の私生活及び身元関係事項を適当な場

合に保護し、並びに被害者である児童の身元の特定につ

ながるような情報の不適当な公表を避けるために国内法

に従って措置をとること。

（f）適当な場合には、被害者である児童、その家族及び被害

者である児童のための証人に対する脅迫及び報復からの

保護のための措置をとること。

（g）事件の処理及び被害者である児童に対して賠償を与える

命令又は決定の執行において不必要な遅延を避けること。

２　締約国は、被害者の実際の年齢が不確実であることが捜査

（被害者の年齢を立証するための捜査を含む。）を開始する妨げ

とならないことを確保する。

３　締約国は、この議定書に定める犯罪の被害者である児童の刑

事司法制度における取扱いにおいて、児童の最善の利益が主と

して考慮されることを確保する。

４　締約国は、この議定書によって禁止されている犯罪の被害者

のために働く者に対して、適当な研修、特に法律及び心理学に

関する研修を確保するための措置をとる。

５　締約国は、適当な場合には、この議定書によって禁止されて

いる犯罪の防止又はこのような犯罪の被害者の保護及びリハビ

リテーションに関与する個人又は団体の安全及び信頼性を保護

するための措置をとる。

６　この条のいかなる規定も、被告人が有する公正かつ公平な裁

判を受ける権利を害し又はこれと両立しないものと解してはな

らない。
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Article 9
1. States Parties shall adopt or strengthen, implement and
disseminate laws, administrative measures, social policies
and programmes to prevent the offences referred to in
the present Protocol. Particular attention shall be given to
protect children who are especially vulnerable to these
practices.

2. States Parties shall promote awareness in the public at
large, including children, through information by all
appropriate means, education and training, about the
preventive measures and harmful effects of the offences
referred to in the present Protocol. In fulfilling their
obligations under this article, States Parties shall
encourage the participation of the community and, in
particular, children and child victims, in such information
and education and training programmes, including at the
international level.

3. States Parties shall take all feasible measures with the
aim of ensuring all appropriate assistance to victims of
such offences, including their full social reintegration and
their full physical and psychological recovery.

4. States Parties shall ensure that all child victims of the
offences described in the present Protocol have access to
adequate procedures to seek, without discrimination,
compensation for damages from those legally
responsible.

5. States Parties shall take appropriate measures aimed at
effectively prohibiting the production and dissemination
of material advertising the offences described in the
present Protocol.

Article 10
1. States Parties shall take all necessary steps to
strengthen international cooperation by multilateral,
regional and bilateral arrangements for the prevention,
detection, investigation, prosecution and punishment of
those responsible for acts involving the sale of children,
child prostitution, child pornography and child sex
tourism. States Parties shall also promote international
cooperation and coordination between their authorities,
national and international non governmental
organizations and international organizations.
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第９条

１　締約国は、この議定書に定める犯罪を防止するため、法律、

行政措置、社会政策及び計画を採用し又は強化し、実施し及び

周知させる。このような犯罪により特に被害を受けやすい児童

の保護に特別の考慮を払う。

２　締約国は、この議定書に定める犯罪の防止措置及び有害な影

響に関し、すべての適当な手段による広報並びに教育及び研修

を通じ、児童を含む公衆一般の意識を向上させる。この条の規

定に基づく義務を履行するに当たり、締約国は、社会、特に被

害者である児童その他の児童が、このような広報、教育及び研

修に関する計画（国際的な規模のものを含む。）に参加するこ

とを奨励する。

３　締約国は、この議定書に定める犯罪の被害者に対し、十分な社

会復帰並びに十分な身体的及び心理的な回復その他のすべての

適当な援助を確保するためのすべての実行可能な措置をとる。

４　締約国は、この議定書に定める犯罪の被害者であるすべての

児童が、法的な責任を負う者に対し差別されることなく損害に

ついての賠償を求めるための適当な手続を利用することができ

ることを確保する。

５　締約国は、この議定書に定める犯罪を宣伝する物の製造及び

頒布を効果的に禁止するための適当な措置をとる。

第10条

１　締約国は、児童の売買、児童買春、児童ポルノ及び児童買春

旅行に係る行為に責任を負う者について、このような行為の防

止、並びに発見、捜査、訴追及び処罰のための多数国間の、地

域的な又は二国間の取決めにより国際協力を強化するためのす

べての必要な措置をとる。また、締約国は、締約国の当局、国

内の及び国際的な非政府機関並びに国際機関の間における国際

的な協力及び協調を促進する。
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2. States Parties shall promote international cooperation
to assist child victims in their physical and psychological
recovery, social reintegration and repatriation.

3. States Parties shall promote the strengthening of
international cooperation in order to address the root
causes, such as poverty and underdevelopment,
contributing to the vulnerability of children to the sale of
children, child prostitution, child pornography and child
sex tourism.

4. States Parties in a position to do so shall provide
financial, technical or other assistance through existing
multilateral, regional, bilateral or other programmes.

Article 11
Nothing in the present Protocol shall affect any
provisions that are more conducive to the realization of
the rights of the child and that may be contained in:

(a) The law of a State Party;
(b) International law in force for that State.

Article 12
1. Each State Party shall submit, within two years
following the entry into force of the Protocol for that State
Party, a report to the Committee on the Rights of the
Child providing comprehensive information on the
measures it has taken to implement the provisions of the
Protocol.

2. Following the submission of the comprehensive report,
each State Party shall include in the reports they submit
to the Committee on the Rights of the Child, in
accordance with article 44 of the Convention, any further
information with respect to the implementation of the
Protocol. Other States Parties to the Protocol shall submit
a report every five years.

3. The Committee on the Rights of the Child may request
from States Parties further information relevant to the
implementation of this Protocol.
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２　締約国は、被害者である児童の身体的及び心理的な回復、社

会復帰並びに帰還を援助するための国際協力を促進する。

３　締約国は、児童が児童の売買、児童買春、児童ポルノ及び児

童買春旅行により被害を受ける一因となっている貧困、不十分

な開発その他の根本的な原因に対処するための国際協力を強化

することを促進する。

４　締約国は、可能な場合には、既存の多数国間の、地域的な又

は二国間の計画その他の計画を通じて財政的、技術的その他の

援助を提供する。

第11条

この議定書のいかなる規定も、次のものに含まれる規定であって児

童の権利の実現に一層貢献するものに影響を及ぼすものではない。

（a）締約国の法律

（b）締約国について効力を有する国際法

第12条
１　各締約国は、この議定書が自国について効力を生じた後２年

以内に、この議定書の規定の実施のためにとった措置に関する

包括的な情報を提供する報告を児童の権利に関する委員会に提

出する。

２　各締約国は、包括的な報告を提出した後、児童の権利に関す

る条約第44条の規定に従って児童の権利に関する委員会に提出

する報告に、この議定書の実施に関するあらゆる追加の情報を

含める。この議定書のその他の締約国は、５年ごとに報告を提

出する。

３　児童の権利に関する委員会は、この議定書の実施に関連する

追加の情報を締約国に要請することができる。
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Article 13
1. The present Protocol is open for signature by any State
that is a party to the Convention or has signed it.

2. The present Protocol is subject to ratification and is
open to accession by any State that is a party to the
Convention or has signed it. Instruments of ratification or
accession shall be deposited with the Secretary General
of the United Nations.

Article 14
1. The present Protocol shall enter into force three
months after the deposit of the tenth instrument of
ratification or accession.

2. For each State ratifying the present Protocol or
acceding to it after its entry into force, the present
Protocol shall enter into force one month after the date of
the deposit of its own instrument of ratification or
accession.

Article 15
1. Any State Party may denounce the present Protocol at
any time by written notification to the Secretary General
of the United Nations, who shall thereafter inform the
other States Parties to the Convention and all States that
have signed the Convention. The denunciation shall take
effect one year after the date of receipt of the notification
by the Secretary General of the United Nations.

2. Such a denunciation shall not have the effect of
releasing the State Party from its obligations under this
Protocol in regard to any offence that occurs prior to the
date on which the denunciation becomes effective. Nor
shall such a denunciation prejudice in any way the
continued consideration of any matter that is already
under consideration by the Committee prior to the date
on which the denunciation becomes effective.

Article 16
1. Any State Party may propose an amendment and file it
with the Secretary General of the United Nations. The
Secretary General shall thereupon communicate the

Optional Protocol to the Convention on the Rights of the Child on the sale of
children, child prostitution and child pornography 

－100－



第13条
１　この議定書は、児童の権利に関する条約の締約国であるか又

は同条約に署名したすべての国による署名のために開放しておく。

２　この議定書は、批准されなければならず、また、児童の権利

に関する条約の締約国であるか又は同条約に署名したすべての

国による加入のために開放しておく。批准書又は加入書は、国

際連合事務総長に寄託する。

第14条
１　この議定書は、10番目の批准書又は加入書が寄託された後３

箇月で効力を生ずる。

２　この議定書は、この議定書の効力発生の後に批准し又は加入

する国については、その批准書又は加入書が寄託された日の後

１箇月で効力を生ずる。

第15条
１　いずれの締約国も、国際連合事務総長に対して書面による通

告を行うことにより、いつでもこの議定書を廃棄することがで

きる。同事務総長は、その後、児童の権利に関する条約のその

他の締約国及び同条約に署名したすべての国に対しこれを通報

する。廃棄は、同事務総長がその通告を受領した日の後１年で

効力を生ずる。

２　廃棄は、廃棄が効力を生ずる日前に発生した犯罪について、

この議定書に基づく当該締約国の義務を免除するものではな

い。また、廃棄は、廃棄が効力を生ずる日前に児童の権利に関

する委員会が既に検討していた問題について検討を継続するこ

とを妨げるものではない。

第16条
１　いずれの締約国も、改正を提案し及び改正案を国際連合事務

総長に提出することができる。同事務総長は、直ちに、締約国
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proposed amendment to States Parties, with a request
that they indicate whether they favour a conference of
States Parties for the purpose of considering and voting
upon the proposals. In the event that, within four months
from the date of such communication, at least one third of
the States Parties favour such a conference, the Secretary
General shall convene the conference under the auspices
of the United Nations. Any amendment adopted by a
majority of States Parties present and voting at the
conference shall be submitted to the General Assembly
for approval.

2. An amendment adopted in accordance with paragraph
1 of the present article shall enter into force when it has
been approved by the General Assembly of the United
Nations and accepted by a two thirds majority of States
Parties.

3. When an amendment enters into force, it shall be
binding on those States Parties that have accepted it,
other States Parties still being bound by the provisions of
the present Protocol and any earlier amendments that
they have accepted.

Article 17
1. The present Protocol, of which the Arabic, Chinese,
English, French, Russian and Spanish texts are equally
authentic, shall be deposited in the archives of the United
Nations.

2. The Secretary General of the United Nations shall
transmit certified copies of the present Protocol to all
States Parties to the Convention and all States that have
signed the Convention.
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に対し、その改正案を送付するものとし、締約国による改正案

の審議及び投票のための締約国の会議の開催についての賛否を

示すよう要請する。その送付の日から４箇月以内に締約国の３

分の１以上が会議の開催に賛成する場合には、同事務総長は、

国際連合の主催の下に会議を招集する。会議において出席しか

つ投票する締約国の過半数によって採択された改正案は、承認

のため、国際連合総会に提出する。

２　１の規定により採択された改正は、国際連合総会が承認し、

かつ、締約国の３分の２以上の多数が受諾した時に、効力を生

ずる。

３　改正は、効力を生じたときは、改正を受諾した締約国を拘束

するものとし、他の締約国は、改正前のこの議定書の規定（受

諾した従前の改正を含む。）により引き続き拘束される。

第17条
１　アラビア語、中国語、英語、フランス語、ロシア語及びスペイン

語をひとしく正文とするこの議定書は、国際連合に寄託する。

２　国際連合事務総長は、この議定書の認証謄本を児童の権利に

関する条約のすべての締約国及び同条約に署名したすべての国

に送付する。
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